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持続可能な水供給に向けた基本的な課題認識

① 広域化
個別最適ではなく全体最適の視点から、施設や管理の共同化をどこまで進めるべきか。

② 老朽化対策
水道施設の更新・⾧寿命化は計画的に進められているか。

③ 料金設定
水道事業のコストに対して料金が適切に設定されているか。

④ 給水区域設定

人口減少局面における給水区域の設定はどうあるべきか。

⑤ 新たな技術

既存の水道に限らず、新たな小規模分散型水循環システム等をどう捉えるべきか。

○ 震災対応

能登半島地震を含む震災対応に照らした場合、上記の②や⑤はどのように映ってくるか。

県民生活に欠かすことのできない水供給を将来世代へと繋いでいくためには、どうす
れば良いか。例えば、以下のような視点から考える必要があるのではないか。

※ 消費者庁の「倫理的消費調査研究会取りまとめ」（H29.4）において、安全、品質、価格といった既存の尺度だけでなく、倫理的消費という第四の
尺度が指摘されていることを踏まえると、水道事業も安全、品質、価格だけでなく脱炭素化等に取り組むことが求められるのではないか。

組合せ分析の必要性
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持続可能な水供給に向けた基本的な課題認識

① 広域化
個別最適ではなく全体最適の視点から、施設や管理の共同

化をどこまで進めるべきか。

② 老朽化対策

③ 料金設定

④ 給水区域設定

⑤ 新たな技術

○ 震災対応
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①‐１.広域連携の類型

出典：水道整備・管理行政に関する説明会（厚生労働省）第４回（Ｒ6.1.17）資料
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①‐２.県内の事業統合事例（岩手中部水道企業団）

【概要】

岩手中部水道企業団は、岩手中部広域水道企業団の用水供給事業と北上市、
花巻市、紫波町の各水道事業を統合し、平成26年４月から事業開始

北上市 花巻市 紫波町

水道利用者 水道利用者 水道利用者

岩手中部広域水道企業団

統 合 前 統 合 後

岩手中部水道企業団

水道利用者

北上市 花巻市 紫波町

【効果】 技術の継承、専門職員の配置
・プロパー職員採用による計画的な人材獲得・スペシャリスト育成

・職員規模の増による適材適所の人材配置によって、大規模事業や非常時へ
の対処が可能な体制確保
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①‐３.事業統合による効果（岩手中部水道企業団）

取水・導水・浄水・配水施設数
（統合前）H25：220施設

（統合後）Ｒ３：194施設

給水原価
（統合前）H25：240.4円～242.1円／㎥

（統合後）Ｒ３：220.5円／㎥

【水道施設数の適正化】 【水供給の効率化】
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①‐４.事業統合による効果（岩手中部水道企業団）

経常収支比率
（統合前）H25：87.0～103.4％

（統合後）Ｒ３：107.5％

給水収益に対する企業債残高の割合
（統合前）H25：335.6～640.3％

（統合後）Ｒ３：431.2％

【料金の統一及び支出の効率化による経営状況の改善】
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持続可能な水供給に向けた基本的な課題認識

① 広域化

② 老朽化対策
水道施設の更新・⾧寿命化は計画的に進められているか。

③ 料金設定

④ 給水区域設定

⑤ 新たな技術

○ 震災対応
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②.岩手県の管路更新需要（延長推計）

・令和２年度業務委託※における県内管路延長の集計結果をもとに、60年で更新すると仮定して将来推計
※令和元年度水道統計等を基礎としているため、2019年度を起点として将来推計

・布設年度が不明な管は、今後20年で更新するものとして推計
・更新率は管路総延長14,739kmと仮定して算出

○ 2019～20年間：約2,675kmを更新（年度当たり、約134km、更新率0.91％） ← ＜実績＞県内の管路更新率（令和４年度末）0.72％
○ 2039年以降：約12,905kmが法定耐用年数（40年）を超え、その後順次更新期を迎える。
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持続可能な水供給に向けた基本的な課題認識

① 広域化

② 老朽化対策

③ 料金設定
水道事業のコストに対して料金が適切に設定されているか。

④ 給水区域設定

⑤ 新たな技術

○ 震災対応
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③.県内の料金回収率の状況

県内上水道事業の料金回収率
（供給単価／給水原価） ・県内の約59％の水道事業者が原価割

れ（給水費用を給水収益で賄えていな
い）となっている。

・水道料金改定等により事業運営の財
源を確保できない場合、老朽化した施
設の更新等に支障が生じる場合がある。

（参考）
県内で料金改定予定の市町村

・奥州市：令和６（2024）年度～
・大槌町：令和８（2026）年度～

※ 新聞報道の情報を基に記載

適正な水道料金の設定が必要
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持続可能な水供給に向けた基本的な課題認識

① 広域化

② 老朽化対策

③ 料金設定

④ 給水区域設定

⑤ 新たな技術

○ 震災対応

②と③の指標を組み合わせて分析することで、課題
をより総合的に捉えることができるのではないか。
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老朽化対策×料金設定の組合せ分析

【料金回収率（％）】
供給単価÷給水原価×100
⇒給水にかかる費用が、どの程度給水収益で賄えているかを示した指標。

【有形固定資産減価償却率（％）】
有形固定資産減価償却累計額÷有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価×100
⇒施設の老朽化度合を示した指標。

岩手県内上水道27事業 令和４年度決算

Ａ～Ｄの各領域について、それぞれどの
ような処方箋が考えられるか？

Ｂの領域（４団体）
→ 老朽化対策のあり方に特に留意する必要

Ｃの領域（10団体）
→ 料金設定のあり方に特に留意する必要

Ｄの領域（6団体）
→ 老朽化対策・料金設定のあり方ともに特

に留意する必要
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持続可能な水供給に向けた基本的な課題認識

① 広域化

② 老朽化対策

③ 料金設定

④ 給水区域設定
人口減少局面における給水区域の設定はどうあるべきか。

⑤ 新たな技術

○ 震災対応
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④‐１.立地適正化計画と公共施設等総合管理計画

出典：立地適正化計画作成の手引き（Ｒ２.９国土交通省）

給水区域の設定は、まちづくりや公共施設全体の最適化と併せて考えることが必要
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④‐２.下水道の整備区域見直しの事例

出典：浄化槽トップセミナー栃木（環境省）令和５年度（Ｒ5.10.27）環境省講演資料

下水道は整備区域縮小 ⇒ 浄化槽へ切り替えの動き、では上水道の給水区域はどうするか
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持続可能な水供給に向けた基本的な課題認識

① 広域化

② 老朽化対策

③ 料金設定

④ 給水区域設定

⑤ 新たな技術
既存の水道に限らず、新たな小規模分散型水循環システム等

をどう捉えるべきか。

○ 震災対応
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⑤‐１.小規模な集落への水供給の方法

「運搬送水に係る留意事項（令和５年７月）」（厚生労働省）より引用

上下水道を使わずに全生活排水の98％を再生・循環できる「小規模分散型
水循環システム」による実証事業が、2023年から東京都利島村及び愛媛県
（今治市、伊予市、西予市）で開始

上記①～③によらない対応方法

対応方法 留意点

① 現地の水源活用
（井戸、湧水）

・浄水施設が簡易的なものである場合、比較的良質な水源
が必要となる。
・低コストな浄水処理方法の選定が必要となる。

② 管路送水
（水道）

・管路等を更新する場合、高額な費用がかかる。

③ 運搬送水
・①②と比較して短期的には低コストになる場合があるが、
長期的に継続する場合は高コストになる可能性がある。
・需要者への丁寧な説明が特に必要となる。

水
供
給
に
係
る
時
代
の
変
遷

出典：「運搬送水に係る留意事項」（Ｒ５.７厚生労働省）の表１に当課で一部追記
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⑤‐２.小規模分散型水循環システムの概念図

図１・２出典：ＷОＴＡ株式会社ホームページ

小規模分散型大規模集中型

図１

図２

（参考）

武蔵野大学客員教授の橋本淳司氏は、人
口減少地域に対して市民や企業が提供す
る小規模・独立型水道を「水道」に対して
「水点」と呼んでいる。
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⑤‐３.東京都利島村及び愛媛県での実証

出典：ＷОＴＡ株式会社ホームページ
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⑤‐４.「水道」以外の多様な給水方法の検討

出典：「水道財政のあり方に関する研究会」報告書（H30.12総務省）

今後、急速な人口減少が進む中、広域化等の抜本改革を
進めたとしても、極めて小規模な経営条件の不利な団体に
おいては、現行の水道の技術水準や仕組みを維持したまま
経営基盤を強化するにも限界があり、既存の施設の維持が
困難となる団体が出てくることも考えられる。

現在、厚生労働省において、水道法に定める「水道」以
外の手法による衛生的な水の供給について技術的な検討が
進められている。

今後、こうした検討結果も踏まえ、多様な給水方法のあ
り方について検討を進める必要がある。
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持続可能な水供給に向けた基本的な課題認識

① 広域化

② 老朽化対策

③ 料金設定

④ 給水区域設定

⑤ 新たな技術

○ 震災対応
能登半島地震を含む震災対応に照らした場合、上記の②や

⑤はどのように映ってくるか。
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水道施設の耐震化

・能登半島地震における水道施設の甚大な被害と断水⾧期化の
要因として、水道管の耐震化の遅れが報道された。
・令和４年度末時点での水道基幹管路の耐震適合率は、全国
42.3％に対し、石川県は37.9％となっている。
・耐震化を進めていく必要があるが、一方で、能登半島地震に
おいて「耐震管」であっても破断した事例が報道された。
・上記の状況を踏まえた場合、水道施設の耐震化を進めながら
も、小規模分散型水循環システムを含めた「水点」についても
考えていく必要があるのではないか。
・なお、能登半島地震において、同システムを活用したテント
型シャワー室や手洗いスタンドが被災地の衛生環境を支えた。
（参考）水道施設の耐震化率（Ｒ４年度末）

【基幹管路耐震適合】 【浄水施設】 【配水池】

岩手：54.3％ 岩手：43.0％ 岩手：41.1％

全国：42.3％ 全国：43.4％ 全国：63.5％



持続可能な水供給に向けた基本的な課題認識（まとめ）

① 広域化
➡ 岩手中部水道企業団の取組を参照しつつ、県内各ブロックで広域化

を進める必要があるのではないか。
※ 全県的な人的支援としては、㈱ONE・AQITAの取組が参考となる可能性

② 老朽化対策
③ 料金設定

➡ 指標の組合せ分析などを通じて、客観的な現状把握を行った上で、
必要に応じて経営戦略の見直しを図ることが重要ではないか。

④ 給水区域設定
⑤ 新たな技術

➡ 今後の震災対応も含め小規模分散型水循環システム等の活用に向け
た議論を行う必要があるのではないか。
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懇談会のスケジュール（案）について

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

未来へとつなぐ
岩手の水道を
考える懇談会
（岩手県）

第１回（3/27）
課題認識の共有

第２回
先進事例の確認

第３回
総括的意見聴取

【参考】
上下水道地震

対策検討委員会
（国土交通省）

第１回（3/12）
課題認識の共有

第２回
中間とりまとめ

第３回
最終とりまとめ


